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1.  平成24年3月期第3四半期の連結業績（平成23年4月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第3四半期 19,213 △28.7 3,016 △19.5 1,960 △23.4 958 △15.1
23年3月期第3四半期 26,946 7.6 3,747 28.2 2,560 48.2 1,129 16.9

（注）包括利益 24年3月期第3四半期 943百万円 （△15.0％） 23年3月期第3四半期 1,110百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第3四半期 14.89 14.89
23年3月期第3四半期 17.54 17.54

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

24年3月期第3四半期 187,621 54,206 28.9
23年3月期 174,042 51,828 29.8
（参考） 自己資本   24年3月期第3四半期  54,206百万円 23年3月期  51,827百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00
24年3月期 ― 5.00 ―
24年3月期（予想） ― 5.00

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 40,600 23.3 5,000 5.2 3,400 6.3 1,800 57.8 27.95



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決
算短信（添付資料）４ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  無
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期3Q 68,323,613 株 23年3月期 68,323,613 株
② 期末自己株式数 24年3月期3Q 3,926,198 株 23年3月期 3,948,018 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期3Q 64,392,846 株 23年3月期3Q 64,367,909 株
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当第３四半期の連結業績は、売上高は建築内装事業・ビルメンテナンス事業他で増収となったもの

の、住宅事業で前年同期の竣工２物件ほかの販売がなくなったことによる大幅減収と資産開発事業でも

前年同期に計上した大型の匿名組合出資損益分配がなくなったことにより減収となり、ビル事業・飲食

事業でも減収となったことから、全体として前年同期に比べ77億33百万円減、28.7%減収の192億13百万

円となりました。利益面におきましても、住宅事業で前年同期に計上したたな卸資産評価損がなくなっ

たことから損失幅は大きく縮小したものの、資産開発事業の減収による減益及びビル事業の減益で、営

業利益は前年同期に比べ７億31百万円減、19.5%減益の30億16百万円、経常利益は支払利息の減等で減

益幅が縮小し、前年同期に比べ６億円減、23.4%減益の19億60百万円となりました。特別利益に固定資

産売却益ほかを計上したことと、特別損失が前年同期に計上した資産除去債務会計基準の適用に伴う影

響額80百万円及び投資有価証券評価損51百万円等の計上がなくなり大幅に減少したことから、四半期純

利益では、前年同期に比べ１億71百万円減、15.1%減益の９億58百万円となりました。 

  

各セグメント別の業績については以下の通りとなっています。 

 
  

「ビル事業」では、前年第１四半期末に連結子会社としたカレイド渋谷宮益坂を保有するＳＰＣ及び

本年度第２四半期末に連結子会社とした神谷町サンケイビルを保有するＳＰＣの売上増加はあったもの

の、主力の東京サンケイビル、ブリーゼタワーほか既存ビルの一部における賃料水準の下落及び空室の

発生等による減収の影響が大きく、売上高は前年同期に比べ６億42百万円減、4.9%減収の125億18百万

円となりました。営業利益でも減収による減益と開業３周年を迎えたブリーゼブリーゼの販促経費が増

加したこと等により、前年同期に比べ７億92百万円減、18.4%減益の35億18百万円となりました。 

「資産開発事業」では、新たに投資家向け小規模不動産商品として開発していた収益用不動産の第一

号物件である賃貸マンション（東京都練馬区）の販売収入があったものの、匿名組合出資損益分配の大

幅減により、売上高は前年同期に比べ８億82百万円減、47.9%減収の９億60百万円となりました。営業

損益でも匿名組合出資損益分配の減少により大幅減益となり、前年同期に比べ14億76百万円減、89.3%

減益の１億76百万円となりました。 

「住宅事業」では、当第３四半期においては当社グループで取り組む初のリノベーション事業の第一

号物件「スマータス幕張本郷」（千葉県千葉市花見川区）47戸の売上計上があったものの、前年同期に

おける「ルフォン飛鳥山」（東京都北区）76戸、「ルフォン宮前平」（神奈川県川崎市宮前区）44戸の

ほか、併せて139戸の販売収入がなくなり、当第３四半期におけるマンション賃貸及び駐車場一時使用

料収入等の売上計上と差し引きして、売上高は前年同期に比べ59億66百万円減、83.1%減収の12億13百

万円となりました。営業損益では１億69百万円の損失計上ながら前年計上のたな卸資産評価損19億31百

万円がなくなったことから損失幅は大きく縮小（前年同期は16億79百万円の損失計上）しました。 

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する定性的情報

(単位：百万円)

セグメントの名称
前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

売上高 営業損益 売上高 営業損益

 ビル事業 13,160 4,310 12,518 3,518

 資産開発事業 1,842 1,652 960 176

 住宅事業 7,179 △1,679 1,213 △169

 飲食事業 1,632 △33 1,427 △15

 建築内装事業 1,709 2 2,087 18

 ビルメンテナンス事業 2,966 69 3,002 71

 その他 428 △77 498 △57

 調整額 △1,973 △496 △2,494 △526

合計 26,946 3,747 19,213 3,016
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「飲食事業」では、前年度に４店舗の不採算店舗を閉店したことから、売上高は前年同期に比べ２億

５百万円減、12.5%減収の14億27百万円となりました。営業損益では不採算店舗閉店により店舗事業の

収支は改善したもののいまだ十分ではなく、東日本大震災の影響もあり、15百万円の損失計上（前年同

期は33百万円の営業損失）となりました。 

「建築内装事業」では、マンション関連工事の増加に加え、厳しい事業環境が続いていましたイベン

ト部門の回復を受け、売上高は前年同期に比べ３億78百万円増、22.1%増収の20億87百万円で、営業利

益は前年同期に比べ16百万円増の18百万円となりました。 

「ビルメンテナンス事業」では、管理契約終了や一部業務の移管に伴う管理収入の減はあったもの

の、工事収入の増により、売上高は前年同期に比べ36百万円増、1.2%増収の30億２百万円で、営業利益

も前年同期に比べ２百万円増、2.8%増益の71百万円となりました。 

「その他」の事業は、人材派遣、業務受託等のビジネスサポート事業と「サンケイホールブリーゼ」

の運営事業並びに来年度に営業を開始する有料老人ホーム及び高齢者向け住宅の施設運営事業です。売

上高は、「サンケイホールブリーゼ」運営事業における増収が寄与し前年同期に比べ70百万円増、

16.3%増収の４億98百万円となりましたが、営業損益は、有料老人ホーム及び高齢者向け住宅の施設運

営事業における開業前経費の計上などにより57百万円の損失計上（前年同期は77百万円の営業損失）と

なりました。 

  

当第３四半期末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ135億79百万円増加して、1,876億21百万円と

なりました。主な要因は、分譲マンション用地取得関連で仕掛販売用不動産が63億１百万円及び開発不

動産が38億49百万円それぞれ増加したことによる流動資産127億51百万円の増加等によるものです。 

負債合計は、前連結会計年度末に比べ112億円増加して、1,334億14百万円となりました。短期借入金

101億50百万円増、１年内返済予定の長期借入金19億60万円増及び分譲マンション販売に係る手付金の

増によるその他流動負債10億８百万円増と１年内償還予定の社債100億円減及び未払法人税等19億３百

万円減との差し引き等により流動負債が12億98百万円増加し、社債100億円増及び長期借入金19億68百

万円増と再評価に係る繰延税金負債20億98百万円減との差し引き等により固定負債が99億２百万円増加

しております。 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ23億78百万円増加して、542億６百万円となりました。これ

は、法人税等実効税率引下げにより再評価に係る繰延税金負債を再計算したことに伴う土地再評価差額

金の増及び配当金の支払と四半期純利益の差し引き等によるものです。 

  

キャッシュ・フローの状況については、当第３四半期末における現金及び現金同等物（以下「資金」

という。）は、前連結会計年度末に比べ、８億90百万円増加し（前年同期比△２億76百万円）、41億89

百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、92億65百万円の資金の減少（前年同期比△128億54百万円）

となりました。これは主に分譲マンション用地等の取得が進み、仕掛販売用不動産及び開発不動産が増

加したことによるものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、12億11百万円の資金の減少（前年同期比△３億33百万円）と

なりました。これは主に大手町連鎖型再開発第２次事業に係る有形固定資産の取得によるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、111億47百万円の資金の増加（前年同期比＋136億39百万円）

となりました。これは短期・長期の借入れ及び社債の発行による収入と短期・長期の借入金返済及び社

債の償還による支出との差し引き、及び配当金の支払によるものです。 

また、上記記載のキャッシュ・フローに新規連結子会社の資金２億20百万円を併せて当第３四半期末

における資金の残高は41億89百万円となりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報
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 平成23年11月４日に発表した平成24年３月期の連結業績予想に変更はありません。 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報

２．サマリー情報(その他)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
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３．四半期連結財務諸表
（１）四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,309 4,199

受取手形及び売掛金 1,036 1,753

販売用不動産 101 194

仕掛販売用不動産 7,970 14,271

開発不動産 1,180 5,029

その他のたな卸資産 45 96

繰延税金資産 1,050 774

その他 1,255 2,382

貸倒引当金 △1 △2

流動資産合計 15,949 28,700

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 61,084 59,833

機械装置及び運搬具（純額） 673 611

土地 76,533 78,408

リース資産（純額） 51 50

建設仮勘定 1,312 2,194

その他（純額） 453 440

有形固定資産合計 140,108 141,538

無形固定資産

のれん 2,837 2,727

その他 461 477

無形固定資産合計 3,299 3,204

投資その他の資産

投資有価証券 563 542

営業投資有価証券 8,486 8,200

長期貸付金 3,071 2,995

繰延税金資産 683 613

その他 2,036 1,977

貸倒引当金 △186 △186

投資その他の資産合計 14,655 14,143

固定資産合計 158,062 158,886

繰延資産 30 34

資産合計 174,042 187,621
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,056 1,274

短期借入金 1,150 11,300

1年内返済予定の長期借入金 15,313 17,273

1年内償還予定の社債 10,000 －

リース債務 15 18

未払法人税等 1,941 38

賞与引当金 285 166

役員賞与引当金 71 56

資産除去債務 5 －

その他 3,331 4,339

流動負債合計 33,170 34,468

固定負債

社債 20,000 30,000

長期借入金 39,761 41,729

リース債務 36 31

再評価に係る繰延税金負債 16,710 14,612

退職給付引当金 778 792

環境対策引当金 31 18

資産除去債務 193 197

長期未払金 284 237

長期預り敷金 11,246 11,176

その他 0 150

固定負債合計 89,044 98,946

負債合計 122,214 133,414

純資産の部

株主資本

資本金 14,120 14,120

資本剰余金 12,975 12,975

利益剰余金 16,328 16,683

自己株式 △1,418 △1,410

株主資本合計 42,005 42,368

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 26 11

土地再評価差額金 9,795 11,826

その他の包括利益累計額合計 9,822 11,837

少数株主持分 0 0

純資産合計 51,828 54,206

負債純資産合計 174,042 187,621
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
四半期連結損益計算書
第３四半期連結累計期間

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

売上高 26,946 19,213

売上原価 20,965 14,164

売上総利益 5,980 5,048

販売費及び一般管理費 2,232 2,032

営業利益 3,747 3,016

営業外収益

受取利息 66 62

受取配当金 13 12

その他 46 45

営業外収益合計 125 120

営業外費用

支払利息 1,227 1,077

その他 85 99

営業外費用合計 1,313 1,176

経常利益 2,560 1,960

特別利益

固定資産売却益 － 3

資産除去債務履行差額 － 5

過年度損益修正益 6 －

特別利益合計 6 9

特別損失

固定資産除却損 15 13

減損損失 12 －

投資有価証券評価損 51 －

環境対策引当金繰入額 16 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 80 －

早期割増退職金 32 －

過年度損益修正損 3 －

特別損失合計 212 13

税金等調整前四半期純利益 2,355 1,955

法人税、住民税及び事業税 1,831 671

法人税等調整額 △606 325

法人税等合計 1,225 996

少数株主損益調整前四半期純利益 1,129 958

少数株主利益 0 0

四半期純利益 1,129 958
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四半期連結包括利益計算書
第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,129 958

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △19 △15

その他の包括利益合計 △19 △15

四半期包括利益 1,110 943

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,109 943

少数株主に係る四半期包括利益 0 0
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,355 1,955

減価償却費 2,901 2,825

のれん償却額 73 110

たな卸資産評価損 1,931 －

減損損失 12 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 80 －

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △1 △14

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 0

受取利息及び受取配当金 △79 △75

支払利息 1,227 1,077

売上債権の増減額（△は増加） △335 372

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,397 △10,395

仕入債務の増減額（△は減少） 177 192

退職給付引当金の増減額（△は減少） 31 14

長期未払金の増減額（△は減少） △79 △47

賞与引当金の増減額（△は減少） △130 △118

固定資産除売却損益（△は益） 15 10

投資有価証券評価損益（△は益） 51 －

営業投資有価証券の増減額（△は増加） △1,323 227

特別退職金 32 －

前払費用の増減額（△は増加） 223 △711

預り金の増減額（△は減少） 365 353

前渡金の増減額（△は増加） － 300

差入保証金の増減額（△は増加） △14 △6

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △371 △894

未払又は未収消費税等の増減額 △224 △202

その他 38 △345

小計 5,556 △5,372

利息及び配当金の受取額 79 75

利息の支払額 △1,230 △1,086

特別退職金の支払額 △32 －

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △784 △2,881

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,589 △9,265
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △41 －

営業投資有価証券の取得による支出 △240 －

営業投資有価証券の出資払戻による収入 1 －

有形固定資産の取得による支出 △543 △1,478

有形固定資産の売却による収入 － 109

無形固定資産の取得による支出 △303 △26

貸付金の回収による収入 122 89

その他 125 94

投資活動によるキャッシュ・フロー △878 △1,211

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,900 10,150

リース債務の返済による支出 △7 △7

長期借入れによる収入 4,000 10,000

長期借入金の返済による支出 △17,744 △8,372

社債の発行による収入 10,000 10,000

社債の償還による支出 － △10,000

配当金の支払額 △643 △631

その他 2 8

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,492 11,147

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 218 670

現金及び現金同等物の期首残高 3,790 3,299

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 455 220

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,465 4,189
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該当事項はありません。 

  

（法人税率の変更等による影響） 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」

（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源

の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４

月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとな

りました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

40.69％から、平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事業年度に解

消が見込まれる一時差異については38.01％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が

見込まれる一時差異については35.64％となります。この税率変更により、土地再評価差額金は20億

70百万円増加し、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は53百万円減少し、法

人税等調整額は52百万円増加しております。 

  

【セグメント情報】 

前第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

  

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、興行の企画制作・貸ホールの運営、

業務の受託事業等を含んでおります。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△496百万円には、主に各報告セグメントに配分していない管理部門に

係る全社費用△448百万円が含まれております。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 (固定資産に係る重要な減損損失) 

 該当事項はありません。 

 (のれんの金額の重要な変動) 

「ビル事業」セグメントにおいて、第１四半期連結会計期間に合同会社オー・エム・シー・イー

開発を連結したことにより、のれんを計上いたしました。なお、当該事象によるのれんの当第３四

半期連結累計期間における償却額は73百万円及び当第３四半期連結会計期間末未償却残高は28億74

百万円であります。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）追加情報

（６）セグメント情報等

(単位：百万円)

報告セグメント

その他

(注)1
合計

調整額 

(注)2

四半期連

結損益計

算書計上

額(注)3
ビル事業

資産開発 

事業
住宅事業 飲食事業

建築内装

事業

ビルメン

テナンス

事業

計

売上高

(1)外部顧客に対する

売上高
12,922 1,838 7,179 1,405 1,606 1,689 26,642 303 26,946 ― 26,946

(2)セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高

238 3 ― 226 102 1,276 1,848 125 1,973 △1,973 ―

計 13,160 1,842 7,179 1,632 1,709 2,966 28,490 428 28,919 △1,973 26,946
セグメント利益又は 

損失(△)
4,310 1,652 △1,679 △33 2 69 4,321 △77 4,244 △496 3,747
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当第３四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年12月31日） 

  

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
  

 
(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、興行の企画制作・貸ホールの運営、

業務の受託事業等を含んでおります。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△526百万円には、主に各報告セグメントに配分していない管理部門に

係る全社費用△432百万円が含まれております。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 (固定資産に係る重要な減損損失) 

 該当事項はありません。 

 (のれんの金額の重要な変動) 

 該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 

  

(単位：百万円)

報告セグメント

その他

(注)1
合計

調整額 

(注)2

四半期連

結損益計

算書計上

額(注)3
ビル事業

資産開発 

事業
住宅事業 飲食事業

建築内装

事業

ビルメン

テナンス

事業

計

売上高

(1)外部顧客に対する 

売上高
12,281 953 1,213 1,215 1,537 1,671 18,873 340 19,213 ― 19,213

(2)セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高
236 6 ― 212 550 1,330 2,336 157 2,494 △2,494 ―

計 12,518 960 1,213 1,427 2,087 3,002 21,209 498 21,708 △2,494 19,213
セグメント利益又は 

損失(△)
3,518 176 △169 △15 18 71 3,600 △57 3,543 △526 3,016

（７）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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（８）重要な後発事象

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

 

(株式会社フジ・メディア・サービスによる当社株券等に対する公開買付けについて)

 当社は、平成24年１月19日開催の取締役会において、株式会社フジ・メディア・ホールディングス（以下、「フ

ジ・メディア・ホールディングス」といいます。）の完全子会社である株式会社フジ・メディア・サービス（以

下、「公開買付者」といいます。）による当社普通株式及び当社新株予約権に対する公開買付け（以下、「本公開

買付け」といいます。）に対して賛同の意見を表明するとともに、当社の株主及び新株予約権者の皆様に対し本公

開買付けへの応募を推奨する旨を決議し、平成24年１月20日に金融商品取引法第27条の10に基づく意見表明報告書

を提出いたしました。 

 なお、本公開買付けは、公開買付者が、当社株式及び当社新株予約権を取得し、本公開買付けにおいて「基準株

式数」（下記「３．本公開買付けの概要」において定義します。）以上の当社普通株式が応募されることを条件と

して、当社を公開買付者及びフジ・メディア・ホールディングスのみを株主とする完全子会社（以下、「フジ・メ

ディア・ホールディングスグループの完全子会社」といいます。）にすることを目的として行われるものであり、

当社の上記取締役会決議は、公開買付者による本公開買付け及びその後の一連の手続きにより当社普通株式が上場

廃止となる可能性があることを前提として行われたものであります。

１．公開買付者の概要

(1) 名称 株式会社フジ・メディア・サービス

(2) 所在地 東京都港区台場二丁目４番８号

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 太田 英昭

(4) 事業内容 有価証券の取得・保有及び事業活動の管理

(5) 資本金 50百万円

(6) 設立年月日 昭和57年７月

(7) 大株主及び持株比率
株式会社フジ・メディア・ホールディングス 100％

   （平成24年１月19日現在）

(8) 当社と公開買付者の関係

資本関係

当社と公開買付者との間には、記載すべき資本関係はありません。

なお、公開買付者の完全親会社であるフジ・メディア・ホールディング
スは、当社の発行済普通株式20,394,000 株（平成23 年９月30 日現在
の当社の発行済株式総数に対する所有割合29.85%）を保有しておりま
す。

人的関係

当社の取締役である日枝久氏は、公開買付者の完全親会社であるフジ・
メディア・ホールディングスの代表取締役会長を兼任しております。

当社の取締役である清原武彦氏は、公開買付者の完全親会社であるフ
ジ・メディア・ホールディングスの取締役及びフジ・メディア・ホール
ディングスが議決権の40.0%を所有する株式会社産業経済新聞社の取締
役会長を兼任しております。

当社の監査役である嘉納修治氏は、公開買付者の完全親会社であるフ
ジ・メディア・ホールディングスの専務取締役を兼任しております。

当社の監査役である根岸昭正氏は、公開買付者の完全親会社であるフ
ジ・メディア・ホールディングスが議決権の40.0%を所有する株式会社
産業経済新聞社の常勤監査役を兼任しております。

取引関係
当社は、公開買付者の完全親会社であるフジ・メディア・ホールディン
グスから土地を賃借しております。

関連当事者への該当状況
公開買付者の完全親会社であるフジ・メディア・ホールディングスは、
当社のその他の関係会社であるため、公開買付者は当社の関連当事者に
該当します。

２．公開買付者が買付け等を行う株券等の種類

 (1) 普通株式

 (2) 新株予約権

平成16年６月29日開催の当社定時株主総会及び平成16年11月12日開催の当社取締役会の決議に基づき発行さ

れた新株予約権
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当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

 

３．本公開買付けの概要

(1) 買付け等の期間
平成24年１月20日（金曜日）から平成24年３月１日（木曜日）まで 
（30営業日）

(2) 買付け等の価格

普通株式 １株につき金740円

新株予約権

平成16年６月29日開催の対象者定時株主総会及び平成16
年11月12日開催の対象者取締役会の決議に基づき発行さ
れた新株予約権（「本新株予約権」といいます。） 
１個につき金101,000円

(3) 買付予定の株券等の数

買付予定数 44,364,301株

買付予定数の下限    ―株

買付予定数の上限    ―株

(4) 公開買付開始公告日 平成24年１月20日（金曜日）

公開買付者は、平成24年１月19日開催の取締役会において、株式会社東京証券取引所（以下、「東京証券取

引所」といいます。）市場第一部及び株式会社大阪証券取引所（以下、「大阪証券取引所」といいます。）市

場第一部に上場している当社の発行済普通株式（但し、フジ・メディア・ホールディングスが所有する当社の

普通株式及び当社が所有する自己株式を除きます。）並びに本新株予約権の全てを取得することを目的として

本公開買付けを実施のうえ、本公開買付けにおいて、下記「５．本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆ

る二段階買収に関する事項）」に記載の一連の手続き（以下、「本非公開化手続き」といいます。）を実施す

るにあたっての基準となる株式数（以下、「基準株式数」といい、下記（注１）において定義します。）以上

の応募があることを条件に、当社をフジ・メディア・ホールディングスグループの完全子会社にする取引（以

下、「本取引」といいます。）を実施することを決議したとのことです。

なお、公開買付者は、本公開買付けにおいて、買付予定数の下限を設けておらず、買付予定数の上限も設定

しておりませんので、応募株券等の全部の買付けを行うとのことです。

公開買付者は、本公開買付けにおいて当社の発行済普通株式数（但し、フジ・メディア・ホールディングス

が所有する当社の普通株式及び当社が所有する自己株式を除きます。）の全てを取得できなかった場合であっ

て、かつ基準株式数以上の応募がなされた場合には、本非公開化手続きにより、当社をフジ・メディア・ホー

ルディングスグループの完全子会社とすることを予定しているとのことです。このように、公開買付者は、フ

ジ・メディア・ホールディングス以外の当社の株主及び新株予約権者（以下、「一般株主等」といいます。）

の皆様の意思を尊重した基準株式数の設定を行うことで、本公開買付けにおいて基準株式数以上の応募がなさ

れない場合には、本公開買付けは実施するものの、本非公開化手続きは実施しないこととしており、その場合

当社は東京証券取引所及び大阪証券取引所に上場を維持することとなる予定です。

（注１）「基準株式数」とは、本公開買付けにおける買付予定数である44,364,301株（下記（注２）に記載のとお

り算出しております。）の３分の２に相当する株式数（１株未満は切り上げ。）である29,576,201株を

いうとのことです。なお、当該基準株式数に、フジ・メディア・ホールディングスの所有する当社の普

通株式数（20,394,000株）を加えた合計株式数（49,970,201株）に係る議決権の数（499,702個）の、総

株主等の議決権の数に占める割合は、77.16%となります。（計算においては、当社の平成23年11月11日

提出の第85期第２四半期報告書に記載された平成23年９月30日現在の当社の発行済株式総数

（68,323,613株）から、同四半期報告書に記載された平成23年９月30日現在の当社が保有する自己株式

数（3,926,312株）を控除した株式数（64,397,301株）に係る議決権の数（643,973個）に、当社が平成

23年６月30日に提出した第84期有価証券報告書に記載された平成23年５月31日現在の本新株予約権（な

お、権利行使期間が満了し消滅している、平成14年６月27日開催の当社定時株主総会決議に基づき発行

された新株予約権については、本新株予約権には含まれません。また、平成23年９月30日までに権利が

消滅した本新株予約権28個を除きます。）の目的となる当社の普通株式の数の最大数（361,000株、以

下、「本新株予約権行使可能対象株式数」といいます。）に係る議決権の数（3,610個）を加えて、分母

を647,583個として計算しているとのことです。）

（注２）「本公開買付けにおける買付予定数」は、当社が平成23年11月11日に提出した第85期第２四半期報告書に

記載された平成23年９月30日現在の発行済株式総数（68,323,613株）から、同四半期報告書に記載され

た平成23年９月30日現在の当社の自己株式数（3,926,312株）及び本公開買付けに応募する予定のないフ

ジ・メディア・ホールディングスが所有する意見表明報告書提出日現在の当社の普通株式数

（20,394,000株）を控除し、本新株予約権行使可能対象株式数（361,000株）を加えた株式数

（44,364,301株）になります。
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当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

４．上場廃止となる見込み及びその事由

当社の普通株式は、現在、東京証券取引所市場第一部及び大阪証券取引所市場第一部に上場されておりま

す。しかしながら、公開買付者は本公開買付けにおいて買付予定数に上限を設定していないため、本公開買付

けの結果次第では、当社の普通株式は、東京証券取引所及び大阪証券取引所の上場廃止基準に従い、所定の手

続を経て上場廃止となる可能性があります。また、本公開買付けの完了時点で当該基準に該当しない場合で

も、本公開買付けにおいて基準株式数以上の応募がなされた場合、公開買付者は、本公開買付けが成立した

後、下記「５．本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載のとおり、

適用法令に従い、当社の発行済普通株式（但し、公開買付者及びフジ・メディア・ホールディングスが所有す

る当社の普通株式並びに当社が所有する自己株式を除きます。）の全ての取得を目的とした取引を実施するこ

とを予定しておりますので、その場合、当社の普通株式は東京証券取引所及び大阪証券取引所の上場廃止基準

に従い、所定の手続を経て上場廃止となります。なお、上場廃止後は、当社の普通株式を東京証券取引所及び

大阪証券取引所において取引することはできません。

本公開買付けにおいて基準株式数以上の応募がなされない場合には、本公開買付けは実施されるものの、本

非公開化手続きは実施されず、当社は東京証券取引所及び大阪証券取引所に上場を維持することとなる予定で

す。

５．本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）

本公開買付けにおいて基準株式数以上の応募がなされた場合、本公開買付けが成立した後、公開買付者は、

①当社において普通株式とは別の種類の株式を発行できる旨の定款の一部変更を行うことにより、当社を会社

法（平成17 年法律第86号。その後の改正を含みます。）の規定する種類株式発行会社とすること、②当社の発

行する全ての普通株式に全部取得条項（会社法第108条第１項第７号に規定する事項についての定めをいいま

す。以下同じです。）を付すことを内容とする定款の一部変更を行うこと、及び③当社の当該普通株式（但

し、当社が所有する自己株式を除きます。）の全部の取得と引き換えに別の種類の当社の株式を交付すること

に係る議案を、平成24年６月開催予定の当社の定時株主総会（以下、「本株主総会」といいます。）に上程す

ること、並びに上記①及び②の定款一部変更を付議議案に含む当社の普通株主による種類株主総会を本株主総

会と同日に開催することを当社に要請する予定とのことです。なお、公開買付者及びフジ・メディア・ホール

ディングスは、本株主総会及び種類株主総会において上記各議案に賛成する予定とのことです。

上記各手続が実行された場合には、当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項が付された上で、全て

（但し、当社が所有する自己株式を除きます。）が当社に取得されることとなり、当社の株主（但し、当社を

除きます。）には当該取得の対価として当社の別の種類株式が交付されることになりますが、当社の株主のう

ち交付されるべき当該別の種類株式の数が１株に満たない端数となる株主に対しては、会社法第234条その他の

関係法令の定める手続に従い、当該端数の合計数（合計した数に端数がある場合には当該端数は切捨てられま

す。）に相当する当該別の種類株式を売却すること等によって得られる金銭が交付されることになります。な

お、当該端数の合計数に相当する当該別の種類株式の売却価格については、当該売却の結果、各株主に交付さ

れることになる金銭の額が、本公開買付価格に当該各株主が所有していた当社の普通株式の数を乗じた価格と

同一となるよう算定される予定です。また、全部取得条項が付された当社の普通株式の取得の対価として交付

する当社の株式の種類及び数は、意見表明報告書提出日現在未定ですが、当社は、当社の株主が公開買付者及

びフジ・メディア・ホールディングスのみとなるよう、本公開買付けに応募されなかった当社の株主に対し交

付しなければならない当社の株式の数が１株に満たない端数となるよう決定する予定です。

上記各手続に関連する少数株主の権利保護を目的とした会社法上の規定として、(i)上記②の普通株式に全部

取得条項を付す旨の定款変更を行うに際しては、会社法第116条及び第117条その他の関係法令の定めに従っ

て、株主はその有する株式の買取請求を行うことができる旨が定められており、また、(ii）上記③の全部取得

条項が付された普通株式の全部の取得が株主総会において決議された場合には、会社法第172条その他の関係法

令の定めに従って、株主は当該株式の取得の価格の決定の申立てを行うことができる旨が定められています。

当該１株あたりの買取価格及び取得価格は、最終的には裁判所が判断することになります。なお、本公開買付

けは、本株主総会及び種類株主総会における当社の株主の皆様の賛同を勧誘するものでは一切ありません。

上記各手続は、関係法令についての当局の解釈、並びに本公開買付け後の公開買付者による当社の普通株式

の所有状況及び公開買付者以外の者による当社の普通株式や新株予約権の所有状況等により、それと概ね同等

の効果を有する他の方法を用いたり、実施時期が変更される可能性があります。但し、その場合でも、公開買

付者及びフジ・メディア・ホールディングスを除く当社の株主に対しては、最終的に金銭のみを交付する方法

が採用される予定であり、当該金銭の額についても、本公開買付価格に当該各株主が所有していた当社の普通

株式の数を乗じた価格と同一となるよう算定される予定です。

本公開買付けにおいて基準株式数以上の応募がなされない場合には、本公開買付けは実施されるものの、本

非公開化手続きは実施されず、当社は東京証券取引所及び大阪証券取引所に上場を維持することとなる予定で

す。
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当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

６．公開買付者と当社の株主との間における公開買付けへの応募に係る重要な合意に関する事項

フジ・メディア・ホールディングスは、公開買付者との間で、フジ・メディア・ホールディングスが所有す

る当社普通株式20,394,000 株（株式所有割合にして29.85%）について本公開買付けに応募しないことを合意し

ています。

７．その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項

当社は、平成24年１月19日付プレスリリース「平成24年３月期配当予想の修正に関するお知らせ」記載のと

おり、平成24年１月19日開催の取締役会において、本公開買付けが成立し、かつ基準株式数以上の応募がなさ

れることを条件に、平成24年３月期の剰余金の配当（期末配当）を行わない旨の決議を行っております。
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